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１．はじめに 

近年，平成 30 年西日本豪雨や令和 2 年 7 月豪雨のよ

うに我が国で多くの豪雨災害が報告されている．多発

する豪雨災害に対応するべく，ダムの洪水調節容量の

増加や流下能力の向上のための河川再開発事業や，な

らびに河川整備基本方針で定められた基本高水流量の

再検討などが行われている．このような河川整備事業

を促進させるためにも，事業の治水効果の正確な把握

が重要である．また，顕在化しつつある気候変動の河川

洪水への影響についても，現在の治水安全度や整備計

画レベルの安全度がどこまで有効であるのかを明示す

ることも必要である．  

そこで本研究では，平成 18 年 7 月豪雨において甚大

な被害を受けた川内川を対象として，治水対策として

実施されてきた事業の効果の検証を，氾濫モデルによ

る解析により試みる．ここでは，鶴田ダム下流域につい

ての氾濫モデルを用い，川内川中流部に位置する鶴田

ダムの再開発事業，および平成 18 年水害を受けて実施

された河川激甚災害対策特別緊急事業（以下，激特事業）

の効果を調べる．本研究では，地球温暖化対策に資する

アンサンブル気候予測データベース d4PDF で算出され

た現在気候，および将来気候の最大豪雨に対し発揮さ

れる治水効果を評価し，気候変動適応策としての有効

性を検証する． 

２．研究内容 

氾濫モデルの作成にあたっては，河川に関する数値

シミュレーションプラットフォームである iRIC1)を利

用し，ソルバーとして Nays 2D Flood を用いた． 

 まず氾濫モデルへ地形データの入力を行った．本研

究の地形データとしては，国土地理院の 5 m メッシュ

の標高データ，および 200 m 間隔の河道横断測量デー

タを用いた．計算領域は幅 7,000 m の格子領域を設定し 

25 m メッシュの計 407,450 個の格子に分割した． 
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図-1 計算対象領域と粗度係数の区分 

 

25 m メッシュの計 407,450 個の格子に分割した． 

 次に氾濫原の粗度係数を同定するために，平成 18 年

7 月豪雨と令和 2 年 7 月豪雨の氾濫実績を用いた．同定

方法としては，前者の氾濫規模を再現可能な粗度係数

を設定したのち，後者の氾濫規模も再現できた係数を

確定値とした．本解析では，Google Maps を参考にして，

対象領域内を低水路，高水敷，農地，住宅地に分割し（図

-1），初期の値として渡辺ら 2)を参考にそれらの粗度係

数を 0.025，0.035，0.06，0.10 に設定し，試行錯誤的に

各洪水の氾濫を再現できるように調整した．上・下流端

での境界条件としては，鶴田ダムの実測流量および川

内(12.0k)の実測水位を用いた．計算期間は平成 18 年 7

月 21 日から 24 日までの計 4 日間，および令和 2 年 7

月 2 日から 6 日までの計 5 日間とした．  

次に，作成された氾濫モデルを用い，d4PDF をもとに

算出した現在気候と将来気候時の豪雨イベントにおけ

る氾濫解析を行った．この豪雨の流量データの算出方

法については，伊島ら 3)を参照いただきたい．またこの

データについては，鶴田ダムからの放流量のみ算出さ

れ，下流端境界条件（水位）は不明のため設定しなかっ

た．計算期間は，算定データより最も放流量が大きかっ

た期間を対象とし，その前後の計 5 日間（120 時間）と 
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図-2 平成 18 年豪雨による氾濫解析結果

 
図-3 平成 18 年豪雨による実績はん濫図  

 

した． 

 最後に求められた氾濫解析結果をもとに，川内川で

実施された河川整備事業が，現在気候と将来気候にて

予測される最大規模の豪雨に対する治水効果を評価し，

気候変動適応策としての有効性を検証した． 

３．結果 

平成18年豪雨による氾濫解析結果（図-2）を，川内川

河川事務所による平成18年7月洪水実績図4)（図-3）と比

較した結果，設定した粗度係数により精度良く氾濫域

が評価されていることが確認された．しかし，氾濫水位

に関しては再現度が低めだったため，様々な条件で試

行錯誤し，最終的に表-1に示す条件に決定した．別途，

この条件で令和2年7月豪雨の氾濫解析を実施したとこ

ろ，河川整備事業の効能により大きな氾濫が起きなか

った様子を再現できた（図省略）． 

 最後に，d4PDFをもとに算出した現在気候と将来気候

の最大級の豪雨イベントについて解析した．図-4と図-

5より，将来気候では川内付近で氾濫が発生しているも

のの，平成18年7月豪雨で被害が大きかった湯田から斧

淵の区間では同程度の氾濫域となっており，気候変動 

表-1 粗度係数の調整条件 

土地利用 低水路 高水敷 農地 住宅地 その他 

数値 0.022 0.035 0.06 0.10 0.07 

 

 

図-4 現在気候で予測される豪雨による氾濫解析結果 

 

 

図-5 将来気候で予測される豪雨による氾濫解析結果 

 

に対しても激特事業の有用性が確認できた． 

４．まとめ 

 川内川の鶴田ダム下流域における氾濫モデルの開発

と，そのモデルを用いた氾濫解析を行った．氾濫モデル

については，氾濫域は精度良く再現できたが，氾濫水位

は改善の余地があった．また気候変動に対する適応性

については，現在気候下で実施された激特事業が将来

気候にも有効であることが示唆された. 
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